
 科学者によると、既存の排出量削減目標は壊滅的な温

暖化を回避できる水準にはほど遠い。各国は来年末ま

でに目標を引き上げるよう迫られているが進展はなかった。 

 国連の政府間パネル（ＩＰＣＣ）の「気 

温上昇を 1.5 度以内に抑える」提案は 

アメリカやブラジル、インドなどが受入 

れを拒否した。気候変動が発展途上国 

に及ぼす影響に対する責任と補償に 

ついても各国が対立して進まなかった。 

 グレタさんは「切迫感がまったくない。」 

私たちのリーダーは非常事態の時のよ 

うな振る舞いをしていない」と訴えた。 

 原発は「切り札」ではない 

 2015 年のＣＯＰ21 を前に、日本や欧 

州など世界の１５０以上の原子力業界や学会は「気候の

ための原子力」を設立して、温暖化対策としての原発の

必要性を訴えている。この動向に対してＣＯＰのスピノサ

事務局長は「高い資本コスト、建設期間の長期化、放射

性廃棄物、社会の反対運動」を指摘した。 

 日本では今年の原子力産業協会で、今井会長は「国

際社会で役割を果たすためには、ＣＯ２を排出しない原

発の活用」を訴えた。それに対して、国立環境研などの

 安倍政権は今年度予算に「次世代原発の一つである高

速炉の技術開発費」として、約４０億円を盛り込んだ。２０１

３年からの累計で約３６０億円である。 

 「もんじゅ」廃炉後は仏国の高速実証炉「アストリッド」へ

の国際協力を口実としていたが、仏国は計画を中止し

た。政府は「技術研究は常にやっていく」としているが、研

究目的もない中で、継続の意味は「原子力ムラ」のエセ学

者と官僚の無駄遣い予算そのものである。 

 第２５回国連気候変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ２５）は１２月２日に開会し１５日に閉幕した。採択された文書に

は、温暖化対策としての「温室効果ガス」排出の削減目標引き上げの機 運 を高 める強 い内 容 は盛 り込 まれず、

「可 能 な限 り高 い野 心 を反 映 するように強 く要 請 する」という抽 象 的 な表 現 にとどまった。 

研究では、原発や石炭火力を廃止しても、再生可能エネ

ルギーの拡大などによって、気温上昇を 1.5 度に抑える

ことが可能だとしている。 

 小泉進次郎環境相に２回の「化石賞」 

 ＣＯＰ２５では、日本が多くの石炭火力発電所を新増設

しようとしている（２０１２年以降で１５基が稼働し、２２基が

建設中・計画中）ことに批判が集中した。小泉環境相は

「批判は認識している」「今以上の行動が必要だ」と延べ

るだけで、具体策を示せず失望で迎えられた。そして、温

暖化対策に後ろ向きと認定された国が選ばれる不名誉

な「化石賞」が２回も贈られた。 

東京で２３０００人き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱脱原原発発・・放放射射能能汚汚染染をを考考ええるる  
Ｎｏ.２   ２０１ 年１２月２５日 

脱原発・放射能汚染を考える北摂の会 

nonukes.hokusetu@gmail.com 

 

「原発」は地球温暖化対策にはならない！
『石炭火力』も「原発」も世界の未来にはいらない  

「湘南 Theo の平和のページ」（http://hws3.spaaqs.ne.jp/ezetheo01/datugenpatu/hokusetunokaii.html）
でバックNoの閲覧とダウンロードが出来ます

 関電経営陣の腐敗は底なし沼 

 最初は２０人の経営者と管理者が、大飯町の前助役の

森山氏の恫喝に屈して金を受け取らされていて、すでに

返金したと言うような報告であったが、事実は異なり、関

電が会社規模で、原発を建設し、プルサーマル発電を

実施するために森山氏を利用していたことが明らかにな

った。現金を受け取った人数も増加し、いまなお調査中

である。朝日新聞の特集「原発と関電マネー⑤」では、１

０年ほど前にひとりの役員が森山氏と対決したが、本社

の意向で無視された。本社は現場からのシグナルを無

視した。森山氏に嫌われた高浜原発所長が、森山氏に

「お前はクビ」と言われ、子会社に出向させられたことも

あった。森山氏を利用した関電による町政支配である。 

 大飯町・福井県に広がる腐敗の連鎖 

 原発の許認可には大飯町だけでなく福井県の権限が

ある。狭い町での利権による支配だけでなく、福井県に

対する影響力の拡大も、森山氏と関電によって行われ

た。朝日新聞の特集「原発と関電マネー①」では関電の

内藤元副社長と森山氏が「２人３脚」で当時の中川知事

に、美浜・高浜・大飯と立て続けに建設をさせたという。

関電から自治体、国会議員に拡がる関電現金還流汚染 

原子力ムラの無駄遣い予算 
高速炉研究に４０億円 

 内藤氏は２０１４年のインタビューで、歴代首相に多額

の現金を渡していたことも告白している。 

 世耕経産相（当時）、稲田代議士にも 

 この関電の現金還流汚染には政界ルートも存在する。

膨大な国家予算が投入され利権の動く原発、立地のた

めの買収工作、建設と稼働後の検査と保全。福井では

安倍首相の「秘蔵っ子」と言われる世耕弘成、稲田明美

の両氏に資金が流れていた。福井が地元の稲田氏には

森山関連企業から献金が、そして資金団体には全国の

電力会社がパーティー券を購入。経産相になる寸前の世

耕氏には森山関連企業から計６００万が献金されてい

た。本来なら「あっせん利得処罰法」に違反である。 

 大阪地検は関電、自治体、政界の腐敗を追及せよ 

 前号で既報の通り、１２月１２日に「関電の原発マネー

不正還流を告発する会」は関電の役員等１２人に会社

法の特別背任罪容疑などがあるとする告発状を大阪地

検特捜部に提出した。全国の３２７２人が告発人である。 

 提出前に地検前で開かれた集会で中嶌哲演代表は、

「この闘いは全国の原発立地で行われている、金品によ

る収賄、反対運動つぶしとの闘いである」と述べた。 

０ ９９



 今年の 8 月に「香港情勢に思う」という拙文を周りの数人

に見てもらった。多少のおまけも加味して、結構好評であ

った。 

 その後、アメリカで「香港人権・民主主義法」が成立しま

した。誰が見ても「内政干渉」そのものです。アメリカのこう

した「内政干渉」は今に始まったことではありません。台湾

にも台湾の政治と軍事をアメリカの“一存”で決められる

「台湾関係法」というものがあります。これを認めるならば、

まさに“気にいらない政権を転覆し放題”“侵略のし放題”

でしょう。 

 中国や他の国が、アメリカ国内で日常的に発生してい

る、アフリカ系米国人（黒人）というだけで射殺されてもほ

とんど罪にさえ問われないことを、“ケシカラン”として、「ア

メリカの黒人人権法案」を作ってはいかがか？ 

 

 さて、この法案が提出されたのは６月１３日です。お気づ

きでしょう。何ら大した前ぶれもなく、いきなりはじまった

「200 万人香港デモ」は、まさにこの６月からはじまってい

ます。偶然と思われますか？（無論この 200 万人という数

字はほとんどコミックですが）。あまりにも露骨な、統一さ

れた巨大な星条旗が林立し、「アメリカありがとう！」「トラ

ンプさん助けて！」を叫ぶ若 

者たちを見ていると、さすが 

にこの“動乱”を「民主化運 

動」と勘違いする人々（少な 

くとも「活動家」）はいないだ 

ろうと、最近は結構安堵した 

ものでした。 

 

 頭をガツンと殴られたような情報がある知人から伝わっ

てきました。なんと香港の“活動家”を迎えての、一連の

「連帯集会」「連帯デモ」が行われるとのことでした。それ

も結構な規模で・・・ 

 そう言えば以前「幸福実現党」党首が、香港の活動家と

対談し、「香港民主化支持」「中国打倒」と怪気炎を上げ

ていた映像を見たことがあります。当然と言えば当然で、

こうした類こそがこの動乱の“本質”を見事に言い当てて

いると言えます。未だこの動乱を「民主化運動」と“信心”

する進歩派を自認する方々より余ほど“まとも”に思えてき

ます。 

 

 少しは冷静になって、日本のマスコミがたれ流す情報に

疑問を持たないのが不思議でなりません。「香港警察＝

中国」の暴力？目を香港報道のすぐ隣りに移せば、イラ

ンのデモ、インドのデモ、チェコのデモ・・・・で数十、数百

の犠牲者が出ているのに比べ、香港の「（警察による）暴

力」がなぜ大々的に、執拗に報じられているのか？私の

知る限り、香港では犠牲者は 2 人。内一人は“転落死”、

もう一人はデモ隊の投石による死亡。 

 因みに 60 年代後半、まさにこの香港で起こった「反英

騒乱」では、実に 50 人以上が犠牲になっています。みな

さんはこの闘いに対し、絶対に“連帯”など叫ばなかった

でしょうね・・・・。火炎瓶、放火、公共施設の破壊・・・みな

さんが崇める“民主”的な日本（たぶんアメリカでも）でも間

違いなくこれは「重罪」ですよ。 

 

 なぜ「香港」だけが注目を浴びるのでしょうか？答えは

簡単です。相手が「中国」だからです。一時、世論調査で

「反中」が 9 割近くに上った事があります。今もそう変わら

ないでしょう。「反中嫌韓」が日本社会をむしばみ、抗議と

連帯の対象を見誤ってしまうことになります。この調子な

ら、「香港」が終わると、今度は「ひまわり運動」を例に挙

げるまでもなく、「台湾」の「民主化運動」に連帯するんで

しょうね。私たちがよく知る台湾の元政治犯たちやチワス

アリさんはこの「（帝国主義）民主化」と闘い、祖国統一と

民主化（人間解放）をめざして闘っている方々です。幼稚

としか言いようのない「民主」を掲げて、彼ら、彼女たちと

“敵対”しないことを祈るばかりです。 

 

 先の選挙で、「民主派が大勝利」－確かに「民意」です。

これを「“民主”の勝利」と見るのか、長期にわたる植民地

支配と統治による“同化と意識の倒錯”とみるのか？林立

する星条旗やユニオンジャックを見ても、何も感じないの

だろうか？ 

 前にも書いた通り、安倍もトランプも、「民主的」な選挙

で選ばれたものです。「民意」ですから、安倍やトランプを

支持しますか？ヒットラーも決してクーデターで政権につ

いたのではありません。当時世界で最も民主的と謳われ

たワイマール憲法の下で“民主的”に選ばれたものです。

ついでに言えば、「ユダヤ人虐殺」も“民主的”な議会で

作られた「優生保護法」の下で、合法的に行われたもの

です。南京で大虐殺が起こっているその最中、日本では

各地で「南京陥落」を祝う提灯デモが行われていました。

これもまた間違いなく「民意」でしょう。 

 （＊因みに民主派が議席の 8 割以上占めたのは事実で

すが、投票率では４１％対５６％という拮抗した数字です） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄稿 「香港情勢」に思う （その２）   2019.12.19  墨面 
香港の“活動家”を迎えての、一連の「連帯集会」「連帯デモ」の開催を知って 

「香港人権・民主主義法案」 米国国内法（2019） 
 ２０１９年６月に共和・民主両党の議員が超党派で提

出。１１月１９,２０日に米国上下院で圧倒的多数で可決。 

 香港では、１９６７年のイギリスから中国への返還に際

し、「一国二制度」のもと「高度な自治」が５０年間にわた

って維持されることが盛り込まれた。 

 法案は、中国がこの「一国二制度」を守っているかどう

かを、米国務省に毎年の検証を義務付ける内容だ。 

米国は、1992 年制定の「米国・香港政策法」で香港を中

国本土とは異なる地域とみなし、関税やビザ発給などで

香港を優遇している。毎年の検証に基づき、この優遇措

置が妥当かどうか判断するという。また法案には、香港

の自治や人権を侵害した人物に対し、米国への入国禁

止や資産凍結などの制裁を科すことも盛り込まれた。法

案は、トランプ大統領が１１月２７日に署名し成立した。 

 中国政府は法案成立に関し、露骨な内政干渉であり

国際法違反だと強く非難した。そして「断固とした報復措

置」を取ると警告した。また香港政府は、同法の成立は

香港の内政に「干渉」するものだと強く非難した 

朝日新聞 12/16 



 年の瀬も迫った１２月１８日、日本発のニュースがほぼ無

きに等しいなか、「伊藤詩織勝訴」の記事は、瞬く間に世

界中を駈け巡った。 

 英ＢＢＣは「伊藤詩織が勝訴。 

強姦めぐる訴訟で元記者に賠 

償命令」と、速報で取り上げた。 

ＢＢＣは２０１５年ＴＢＳのワシント 

ン支局長山口記者が、一時帰 

国した際、ＴＢＳに働き口を斡 

旋すると彼女を呼び出し、酒 

を飲ませ泥酔させ（date drug）レイプしたことの顛末をドキ

ュメントにして放映していた。 

 動画では、４月３０日に警視庁高輪署が伊藤さんからの

刑事告訴を受理し、逮捕状が発布、６月８日アメリカから

帰国する山口を、逮捕のため空港でスタンバイするが、上

部より中止命令が出て逮捕は見送られた。この命令を出

したのが、中村格刑事部長でこの功績により、警察庁官

房長官に出世。しかも菅官房長官の秘書を長く勤めてい

たのであった。メディアから古賀茂明、上杉隆を降ろした

のも彼である。 

 このドキュメンタリーは、女性（国会議員杉田水脈、イラ

ストレーターはすみとしこ等）が女性被害者を守らず、誹

 フランス紙ルモンドは「山口は安倍晋三首相の伝記を書

き、深い関係にあるから刑事事件として不起訴になった」 

 The New York Times は「レイプ犯が安倍ヨイショ本の著

者であり、逮捕が決まった直前に（ほぼ前例なし）、鶴

の一声で空港での逮捕が見送りになった」 

 Los Angels Times は「安倍晋三首相と彼の側近がもみ

消した」 

 Spiegel On Line ドイツ「安倍首相に近いＴＶアンカーが

ジャーナリスト伊藤詩織をレイプ」 

 ワシントンポスト紙の読者より 

 「日本社会は素晴らしい面もあるが、極めて病的で虐待

的で、内部が腐っている。虐待が文化の一部であっ

て、誰も文句が言えず、出る杭は打たれる」 

 日本のマスコミが言わぬことを、他国の人ははっきり言っ

ている。それは日本より詳しく報道しているからだ。 

 この民事勝訴を機会に、警察、検察の不作為を追求す

べきではないのか。山口はこの判決を不服として控訴する

とのことである。最高裁はそれこそ安倍の「お友達」で占め

られているから、大丈夫と踏んだのだろう。わたしたちは伊

藤詩織をサポートして世論を盛り 

上げ、判決を逆転させぬようにし 

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄稿 日本での Me Too 運動  伊藤詩織事件    2019.12.21  みやち治美 

勝訴判決
12/18 

謗中傷のセカンドレイプを嬉々とする

姿、加害者男性の側を擁護する姿を

映した。日本の女性性被害者が、いか

に声を上げにくいかを紹介したのであ

った。「女は黙って耐えろ」「それはお

まえに落ち度があったのだ」と、賤しめ

攻めるだけで、救済がないグロテスク

な闇を、炙りだしてくれたのであった。 

また伊藤宅に盗聴器が取りつけられ、

外に公安の車が停まっているのも映し

出 す の だ 。 （ Ｂ Ｂ Ｃ Japan’s Secret 

Shame 2018 年放映） 

 伊藤さんは命の危険を感じて、イギリ

スに亡命。現在フリーで取材活動して

いるジャーナリストだ。それでも彼女は

泣 き寝 入 りしなかった。著 書 （Black 

Box 文藝春秋）を出し外国人特派員

協会で会見した。今回も会見し、セカ

ンドレイプ．中傷に法的処置を取ると

述べた。被害を届けたら踏みつけられ

るままなら、誰も怖くて届けが出せない

からだという。 

 世界はこの勇気に温かい拍手を送っ

たのだ。これは単なる性犯罪事件では

ない。日本の権力腐敗のニュースでも

あるのだ。しかも見よ！ 性暴力被害

者ワンストップ支援センターの予算は８

０００万円も削減されたのだ。我が国が

目指すのはどういう国かというものだ。 

 ＢＢＣだけが一方的な記事を書いた

のではない。 
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日本の新聞は安倍と

の関係に触れない！ 



女川２号機の安全対策を新基準「適合」(11/28 朝日) 

 東日本大震災で被災した東北電力女川原発２号機

（福島第一と同型機）について、規制委は、安全対策の

基本方針が新規制基準を満たすと認めた。地震想定を２

倍に、標高２９ｍの防潮堤をつくる案を妥当と判断した。 

 工事費は防潮堤、テロ対策費用含めると、４千億円を

越え従来と比べて倍額となる。宮城県沖は今後３０年間

にマグニチュード７以上の発生確率は 90％となっている。 

 辺野古の危機 国民と共有(11/15 朝日) 

 政府が辺野古新基地建設で土砂投入を始めて１４日

で１年。昨年の知事選、今年の県民投票と衆院補選、参

院選と、県民は繰り返し「辺野古ノー」の意思を示してき

た。また環境破壊の恐れや取り決め違反を理由に県が

実施した行政指導は、埋め立てに関する法令に基づくも

のだけで、１５年以降で３３件。しかし国は無視している。. 

 日本原電東海第２ 予算が大幅超過(12/17 朝日) 

 安全対策実施中の東海第２原発の再稼働のための工

事費が、1740 億円の予定額を上回り、見積り額が 2500

億円以上になった。東海第２原発は東京都心に近く、既

に老朽炉である。無駄な工事費を支払うことなく改造工

事を中止して、再稼働そのものを断念するべきである。 

 山形地裁 原発避難の賠償を認めず(12/18 朝日) 

 福島原発事故で、福島県から山形県に避難した２０１

世帯の７３４人が、東電と国を相手に、計８０億円強の賠

所を求めた訴訟の判決があった。裁判長は東電の責任

は認めたが、既に東電が支払った慰謝料の範囲内とし

て、追加した賠償を認めず、国の賠償責任も認めなかっ

た。判決は国の「中間指針」の範囲内となった。 

 男女格差 日本は過去最低の１２１位(12/18 朝日) 

 世界経済フォーラムが発表した「男女格差報告書」で、

日本の順位は対象１５３カ国の１２１位で過去最低であっ

た。主要７カ国（Ｇ７）では最下位、１０６位が中国、１０８

位が韓国で日本より上位。落下の要因は政治の分野で

の順位が大幅に低下したことが原因となっている。 

 損害賠償分の第５回口頭弁論が、２月５日の 14：30 から

開かれる。第４回弁論では、天野恵一さんが、「憲法の象

徴に誰をつけるかについて、国民は意思表示する場を全

く与えられていません」、「政教分離規定を持つ憲法の下

では、天皇一族を象徴とするのは許されない」として、「政

府の歴史的愚行を差し止めることを要求する」と述べた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安倍政権は１２月２０日に２０２０年度当初予算案を

閣議決定した。過去最高額のばら撒き予算となった。

「消費税導入による財政再建」はまったくのデタラメで

あったことが明らかとなった。「アベノミクス」の失敗を

「脱原発・放射能汚染を考える」 No20  （2019/12/25） 

 １２月２１日に、大阪弁護士会館 2

階ホールで、「１月２８日大阪地裁判

決前集会」が開催された。服部良一

原告団長の挨拶に続き、冠木克彦

弁護団長が当日発行された「最終準

備書面」を基に裁判の現状を報告。 

 望月衣塑子さんの記念講演 

 森友・加計疑惑の徹底追及で、菅

誤魔化し、軍事

予 算 の 膨 張 を

隠 蔽 す る 大 型

予算となった。 

 ５ 日 には 総 事

業費２６兆円の

経 済 対 策 を 決

め、４兆円を越

す 補 正 予 算 も

閣議決定した。 

 す で に 始 ま っ

ている景気後退

の深刻化は「ア

ベノミクス」の失

敗を明らかにす

るだろう。 

官房長官と対決する望月さんからリアルな講演があった。 

 伊藤詩織問題、桜を見る会疑獄、表現の不自由展と報

道の任務、安倍の米国製兵器購入と武器輸出、沖縄南

西諸島のミサイル要塞化・・と縦横に明解に話された。 

 

６年連続の防衛予算の大幅増、総選挙を意識したばら撒きの１０２兆円予算 

 突出する軍事予算／米国への後年度負担も増加 

 防衛予算は安倍内閣となって以来８年間増加し続けた。予

算では人件費・糧食費は増加せず、歳出化経費（前年以前

森友学園国有地売却不開示裁判に勝訴 （12/17） 

報告 12/21「戦争法」違憲訴訟集会 

案内 １/27 違憲訴訟判決公判に傍聴を！ 

 森友学園への国有地売却額や地中ゴミの存在などが記

された特約条項を一時不開示とされ精神的苦痛を受け

たとして、木村真・豊中市議が国に 11 万円の損害賠償を

求めた訴訟の控訴審判決が大阪高裁で行われた。地裁

判決を翻す全面勝訴の判決となった。 

 売却額の不開示の違法性は地裁判決を継承し、特約

条項については、今回の売却額は近隣地価より格段に

安く、適正でないとの疑いが生じうるから、「価格の客観

性を確保」するために公表すべきとした。 

即位・大嘗祭違憲訴訟／２月５日に第５回口頭弁論 

の契約の分割支払い）が大幅に増

加している。装備・施設・光熱費・

研究費などの一般物件費では、米

政府から購入する有償軍事援助

（FMS）の増加と、宇宙・サイバー等

の領域における軍事能力、ミサイル

防衛能力、沖縄での基地の強化が

全体を押し上げている。 

 そうした予算増によって、隊員から

要求の強い災害救助体制の整備

は進まず、隊員の装備・医療体制

は米軍と較べて劣悪である。 

 今年度に算定されている新規装

備は右図である。F35 予算は９機の

費用で、将来的には１４７機の購入

を約束している。辺野古基地の新

設工事費はこの枠には納まらない。 
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